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１．はじめに 

 

総務省の社会生活基本調査1)によると、1日に余暇活

動などに充てる時間は、平成3年の約5時間から、平成13

年には約6時間30分へと増加しており、余暇時間は確実

に増加している。また、内閣府の国民生活に関する世論

調査2)においては、国民生活の力点として「レジャー・

余暇生活」を挙げている人の割合が最も高く、余暇時間

の進展は、今後のレジャーや余暇施設の利用者増加を促

すとともに、施設利用に当たっての利用者ニ－ズの変化

や行動の多様化をもたらすものと予想される。 

このような状況の中、良好な自然環境、多様なレジャ

ー施設・教育的施設等を有し、広域的なレクリエーショ

ン活動の拠点である大規模公園は、国民の身近な施設と

しての役割が求められ、進展する余暇時間を背景に変化

する利用者ニ－ズに対応しつつ、子供から大人まで、さ

らには、健常者から身障者までといった多様な訪問者の

行動を支える施設としての整備や管理・運営が求められ

ている。 

本稿で対象とした沖縄県本部町にある『国営沖縄記念

公園 海洋博覧会地区』（以下、海洋博地区）はそのよ

うな変化する利用者ニーズを把握する目的で、平成14年

からアンケート調査を実施しており、その調査結果を基

に公園の整備、管理・運営方針を策定してきた。しかし、

アンケート調査では限られた質問項目により、来訪者が

立ち寄る施設や施設間移動上のニ－ズは把握出来ても、

問題解消に向けた具体策、例えば、施設間移動に当たり

休憩施設はどこに作れば良いのか、といった施設位置の

詳細は判らず、公園の整備、管理・運営を行う上では多

様化する来訪者の行動特性（行動経路等）の把握が課題

となっていた。 
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なお、このような行動特性の把握に向けては近年、GP

S携帯電話などの移動体通信機器を用い、被験者の移動

履歴等を調査する、プローブパーソン3)（以下、PP：Pr

obe Person）技術を活用した交通行動調査が各地で実

施・報告されてきているものの、その報告は、GPS機能

と通信技術を用いたWEBダイアリー等の被験者意見の収

集を合わせて実施している事例が多く、結果的に調査機

器操作の複雑さもあり、モニターによる事例が主体とな

るなど、不特定多数を対象に多様な行動特性を把握した

調査が少ない現状にある。 

本稿はこのような状況を背景に、海洋博地区へ来訪し

た不特定多数の来訪者を対象に、PP技術を活用した移動

経路や移動速度などの行動特性を把握することで、これ

までの実施事例が少ない不特定多数に対するPP調査の発

展可能性を検証したものである。また把握した行動特性

（定量的な行動特性データ）を活用しつつ、特定地域へ

の来訪者を対象とした施策検討を実施することで、今後

の活用方法のあり方を検討したものである。 

 

２．調査概要 

 

（１）調査対象地域の概要 

 本稿で対象とした、沖縄県本部町にある海洋博地区は、

沖縄の観光振興、特に本島北部の観光の拠点として中心

的役割を担う地域である。 

 当該地域は、昭和50年に開催された沖縄国際海洋博覧

会を記念して、昭和51年8月に博覧会跡地に「太陽と花

と海」をテーマに設置された国営公園で、平成18年2月

には、開園から29年7ヶ月で入園者5000万人を記録し、

年間300万人以上（平成18年度）が来訪する、県内住民

のみならず、域外来訪者が多い、多様な人が訪れる国営

公園である（図１）。 

 

（２）調査概要 

 a）調査を進める上での課題 

 このような来訪者が多い公園において、多様化する来

訪者の行動特性を把握するために、不特定多数を対象と

したPP機器を用いて行動特性把握調査を実施した。 

 従来のPP調査との相違は、①PP機器を持っていただく



だけ、②事前に分析に必要なサンプル数を計画し計画に

沿った対象者を選定してデータ取得が可能な点であった。

但し、一方では不特定多数を対象にした本稿でのPP調査

を進める上で、①個人情報保護が盛んに言及される現在、

アンケートと同様に気楽に協力してくれるか、②またあ

まりの気楽さに機器の持ち帰りや紛失をしないか、③ア

ンケート同様のサンプル数が確保できるか、といったこ

とが課題として挙げられた。 

 

 b）課題解消に向けた工夫 

 調査では、上記のような課題の解消に向けて、携帯し

て頂くだけという調査負荷の少なさや粗品進呈などのメ

リットの明示、サンプル数確保に向けた配布計画の策定

などの工夫を行い、円滑な調査が実施できるよう配慮し

た（表１）。調査概要や摘要を表２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ 国営沖縄記念公園海洋博地区位置等 

表－２ 調査概要・摘要

図－２ PP機器の 
    稼働状況例 

写真－１ PP調査機器 

表－１ 課題解消に向けた工夫内容

海洋博公園が主体となった、ＧＰＳ機能を用い
た園内周遊状況調査を実施していると説明

調査に対する安心感付加

うちわ（配布時）とポストカード（回収時）の贈
呈を示唆

調査協力に対するメリットの明示

携帯電話の通話機能がないことを説明 個人情報に繋がらない事の強調

のぼりや看板を使った調査のPR 調査に対する安心感付加

のぼりや看板を使った調査のPR 調査の認知度向上

調査許諾時に『うちわ』の贈呈 回収時の被験者の目安

回収時の粗品贈呈 機器返却に対するメリット付加

被験者の駐車場所の把握 定期的な機器配布・回収状況の把握

機器毎の帳票作成 機器毎の配布・回収状況の把握

多岐にわたる行動パターンの来園が多い調査
月の設定

配布月によるサンプルの偏り防止

来訪属性による調査場所の設定と機器配置
数の設定

被験者によるサンプルの偏り防止

利用者属性の考慮 被験者によるサンプルの偏り防止

①個人情報保護への言及に対する工夫

②機器持ち帰りや紛失をなくす工夫

③サンプルが偏らないような工夫
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回収
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設定項目
●過年度調査結果を参考に、海洋博地区で最も利用者特性が平均的な通常月を設定し、調査を実施
●多様な行動パターン把握に向けては、最も行動パターンが多いと想定される『滞在時間が長く時間的に余裕がある』、さら
には『リピーターが多い』2～5人グループ(カップル、夫婦、家族連れ)の来園が多い傾向の月は8月または9月
●8月においては、年間においても最も気温が高く、公園内の行動に影響を与えている(屋外での行動が少ない等)ことが想
定されることから、9月を調査月として設定し実施
●集計を行う際の有効サンプル数については、海洋博地区通常月の平日及び休日の総来訪者数を考えた場合、400サンプ
ル（人）程度が必要
●なお、海洋博地区利用者の平均滞在時間は2時間13分(H16調査結果)であり、８時間調査をすると1台あたりの3サンプル
の確保が可能
●ＰＰ機器を50台使用した場合には1日あたり150サンプルが取得可能であることから、平日、休日とも4日間実施で目標を上
回る600サンプルの取得が想定
●その結果、目標サンプル数取得に向けては、機器の不調、調査員、調査対象者による取り扱いによるデータ取得ミス等を
考慮し、ＰＰ機器50台使用が妥当
●データが偏らないように、駐車場別の属性を把握し、調査実施場所を特定することが必要
●過年度調査結果や入園者数を基に、多くの来訪者が用いる「北ゲート駐車場」、来園時間が比較的長い「中央ゲート駐車
場」、大型バスが駐車する「中央ゲートバス駐車場」を対象に配布計画を策定することが妥当
●本調査では、50台という限られた台数のＰＰ機器を用いて、利用者の全体的な傾向を把握する必要があることから、調査
地点別の機器配置台数の設定、さらには時間帯別、利用者属性別に可能な限り配慮した配布が重要
●『調査場所別配置台数』、『時間帯への配慮』、『利用者属性への配慮』の３点に留意しＰＰ機器配布計画を立案
●過年度調査結果より全利用者の約2割が団体客となっていることから、PP機器50台のうち、10台を中央ゲートバス駐車場
に配置
●残りのＰＰ機器40台については、中央ゲート駐車場、北ゲート駐車場にそれぞれ20台配置
●ＰＰ機器の回収時間にはバラツキが生じることが想定され、時間帯別に配布計画を立案しても想定滞在時間よりも長くなっ
た場合には、調査後半の時間帯に配布するＰＰ機器が足りなくなるケース、逆に滞在時間が短くなるとＰＰ機器を配布予定時
間まで無駄に待機させる（遊ばせてしまう）ケースが想定
●よって、平均滞在時間2時間を考慮すると、各調査地点配置台数の半数を９時台、残り半数を10時台に配布し、その後は
回収後即再配布することにより、ある程度各時間帯での把握が可能となることから当該方法で実施
●利用者属性については、調査員が目視で判断できる居住地、同行者人数に配慮して行う
●居住地は、レンタカー利用有無で県内居住者、県外居住者を判断する。県外利用者の割合は平日が約8割、休日が7割弱
と平休日で傾向は異なる
●同行者人数は、2人以下の夫婦、カップルや3人以上の家族連れ、グル－プにより行動特性が異なることが想定され、且つ
調査員の目視による判断もしやすいことから2人以下か、3人以上かを判断
●ただし、団体客については、公園内滞在時間の制約が行動特性に与える影響が非常に大きいことから、利用者属性につ
いては配慮しない
●ＰＰ機器配布は、各調査地点で定めた約50台の駐車エリアに駐車した利用者に対し声を掛け、調査協力を行った
●調査協力にＯＫであれば、調査員は協力者にＰＰ機器を渡し、機器別帳票に開始時刻、回収漏れがないように車輌ナン
バー、駐車位置を記入することとし、協力者への負担軽減のため配布時にはＰＰ機器を渡すだけとした
●また、サンプル数確保に向けては、ＰＲが重要となることから、各調査地点に調査実施中を示す「のぼり旗」を設置した
●ＰＰ機器回収は、各調査地点で行い、ＰＰ機器別帳票に終了時刻を記入し、『同行者人数』、『来訪回数』、『電気遊覧車の
利用有無』をヒアリングにより把握し、最後に粗品を渡した
●なお、ＰＰ機器の回収漏れは紛失に繋がることから、回収漏れがないように退園者に目立つように、回収中を示す看板を
設置した

調査協力への
メリット

配布時：うちわ
回収時：ポストカード

●協力者への粗品は、オリジナル性や配布・回収別によるメリットを考え、調査協力許諾（配布）時にオリジナルうちわ（100
円相当）を、調査終了（回収）時にポストカード4種類1セットを進呈した

調査時期

PP機器数

調査場所

機器配布計画

設定理由

9月

50台

駐車場（3箇所）

調査場所の考慮

配布時間帯の考慮

利用者属性の考慮

配布・回収方法

回収方法

配布方法



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．結果および考察 

 

（１）調査実施結果 

 不特定多数を対象にしたPP調査では、個人情報に敏感

な時代にもかかわらず、個人に携帯電話を携帯して頂く

という被験者への負荷は多くの利用者に受け入れられ、

また機器の紛失が1台も無く、サンプル数は1000サンプ

ルを超えたことで、前述した工夫が当初の課題解消に繋

がったものと考える。特に調査許諾時に外見から被験者

を特定できるような粗品（本調査では沖縄かつ夏場に実

施したこともあり、『うちわ』を進呈）を配布すること

で、被験者の実験参加忘れ防止や調査員による問いかけ

に大きく影響し、回収漏れを防ぐ上で大きなメリットに

なった。 

 この調査の結果により、不特定多数を対象としたPP調

査では、事前に想定される課題を明確化すること、明確

化した課題に対する課題解消の工夫を行うことが、調査

を成功に導くポイントと確認された。 

 

（２）取得データの分析 

 PP機器で取得したデータは、約1秒毎に緯度経度を記

録していくが、PP調査対象エリアとしては比較的狭い約

80haを対象にしている本調査では、GPSの受信状況等に

よるデータ精度が調査結果に大きな影響を与える。そこ

で地域内を10m四方のメッシュにデータ加工することで、

約１秒間で徒歩による移動可能距離を超えているエラー

値等を適切にクリーニングすることが可能になり、また

各メッシュの立ち寄り率を算出することで、明快な資料

を作成することができた（図３）。 

 PPによる行動特性では、各メッシュの立ち寄り率を算

出する以外に、ヒアリング調査によって得た属性別の立

ち寄り状況（図４）や施設から流出した後の移動状況、

立ち寄り時間状況（図５）などを把握することができ、

アンケートでは得にくく精度が低いデータの精度向上・

被験者負荷の低減などが図れた。特に、立ち寄り時間を

把握することによって、「どこでよく立ち止まっている

のか」といった分析が可能になり、今後の管理・運営等

で課題となっていた、休憩施設の整備検討や写真スポッ

トの整備等に活用できると思われる。 

 

（３）不特定多数を対象としたPP調査の考察 

 本稿のPP調査によって、特定地域への来訪者の行動特

性を定量的に把握できることや詳細な行動特性を把握す

る際の被験者の負荷軽減などの可能性が示唆され、従来

型のモニターによるサンプル数の偏り等の課題は、解消

されたと考えられる。但し、本調査では「なぜそのよう

な行動をしたのか」「どういった経緯から行動を起こし

たのか」といった来訪者の行動起因・要因は課題として

残った。今後は、アンケート調査などを用いた定性的デ

ータを把握しつつ、本稿で挙げた不特定多数を対象とし

たPP調査を実施する、パッケージ型調査を実施すること

が残された課題への対応と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ 調査結果（立ち寄り率）

写真－２ 調査実施状況 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．おわりに 

 

 今回は、大規模公園という特定地域において、当該地

域に来訪する不特定多数を対象に、PP機器を用いた行動

特性把握調査を、機器の紛失など調査実施に伴う大きな

弊害が生じず、円滑に調査を実施できたことが成果と考

える。 

 但し、本稿での不特定多数を対象としたPP調査実施地

域は、公園といった閉塞空間であり、市街地などの解放

空間での適用可能性は未確認な状況で、今後は解放空間

における見極めが、PP調査発展の課題といえる。 

 さらに今後は、行動特性を把握する際に一般的に用い

られるアンケート調査などと、PP機器を用いた行動特性

調査のパッケージ型調査での取得データ有効性を検討す

ることも、新たな行動特性調査手法の確立に向けた課題

といえる。そのような調査手法の検討が進めば、社会実

験やMM等により個人が行動変化を起こした場合のより詳

細な施策有効性・評価・検討などを行うことが可能とな

り、アンケートやヒアリング調査による定性的データと、

PP調査による定量的データの両面からの施策評価・検討

に発展するものと考える。 
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電気遊覧車 利用者 

図－４ 電気遊覧車の利用・非利用別立ち寄り状況

図－５ 立ち寄り時間状況と現地の状況
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